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諮問番号：諮問第 74 号 

答申番号：答申第 74 号 

 

答申書 

 

第１ 審査会の結論 

  福岡市博多福祉事務所長（以下「処分庁」という。）が審査請求人に対して行った生活

保護法（昭和２５年法律第１４４号。以下「法」という。）第２５条第２項の規定に基づ

く保護変更決定処分（以下「本件処分」という。）に係る審査請求（以下「本件審査請求」

という。）は棄却するのが相当である。 

 

第２ 審査関係人の主張の要旨 

 １ 審査請求人の主張の要旨 

   本件処分の取消しを求める。 

平成３０年４月１日付保護決定通知による、支給額９万９９４０円から、平成３０

年９月２０日付保護決定通知による、支給額９万８７２０円への減額は、灯油代、米

代、床屋代、風呂代など最低限の生活に必要な負担額に足りず、生活に支障を来す。 

 ２ 審査庁の主張の要旨 

   本件処分は、法及び法の委任を受け定められた「生活保護法による保護の基準」（昭

和３８年４月１日厚生省告示第１５８号。以下「保護基準」という。）に沿って適法か

つ妥当に行われたものである。よって、審査請求人の主張には理由がないため、本件

審査請求は棄却されるべきである。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

  本件審査請求の争点及び判断は以下のとおりである。 

 １ 保護基準自体の適法性について 

行政不服審査法の規定及び厚生労働大臣の合目的的裁量に保護基準の設定を委ねる

法の趣旨により、審査庁は、法及びその委任に基づき制定された保護基準自体の適否

及び当否を判断する権限を有していないため、その判断をすることはできない。 

したがって、保護基準は適法なものとして以下判断する。 
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 ２ 本件処分に係る生活保護費支給額の算定 

審査請求人世帯に係る平成３０年１０月分の最低生活費を生活扶助７５，１５０円

と住宅扶助３６，０００円との合計１１１，１５０円と算定し、年金等１２，４３０

円を収入認定額として認定して保護費を算定したことに誤りはない。 

 ３ 本件処分に係る生活保護費支給額の算定は、法令及び法定受託事務の処理基準とし

て示されている国からの通知に沿って適正に行われており、違法又は不当な点はない。 

４ そのほか、本件処分に影響を与える事情もないため、本件処分に違法又は不当な点

はない。 

   

   以上のとおり、本件審査請求は１～４に示すように理由がないから、行政不服審査

法第４５条第２項の規定により棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

  令和元年８月３０日付けで審査庁である福岡県知事から行政不服審査法第４３条第１

項の規定に基づく諮問を受け、令和元年１０月１６日の審査会において、調査審議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

  審査請求人は、保護基準が改定されたことに伴い行われた本件処分は違法又は不当で

あると主張しているが、本件処分は法令や国の通知に沿って適法かつ妥当に行われたも

のであって、処分庁の判断に違法又は不当な点は認められない。 

また審査請求人は、本件処分の前提である保護基準が法に反すると主張するが、保護

基準は法第８条の規定による委任立法であり、この保護基準について、委任した法との

関係において一見明白かつ重大な瑕疵があって無効であるとすべき事情もないため、当

審査会では、保護基準の法適合性については格別の審査を行わない。 

そのほか、本件処分に影響を与える事情もないので、本件処分に違法又は不当な点は

認められず、本件審査請求は理由がないから、これを棄却するのが相当である。 

加えて、審理員の審理手続をみても、行政不服審査法の規定に従い、処分庁に対して

は弁明書の提出依頼を、審査請求人に対しては弁明書の送付及び反論書の提出依頼をし

たことが認められ、その手続は適正なものと認められる。 

以上のことから、前記第 1 のとおり結論する。 
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福岡県行政不服審査会第３部会 

 委 員 岡 本  博 志 

 委 員 牛 島  加 代 

 委 員 中 野  哲 之 


